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御 祝 電
天 皇 陛 下 は 、 ラ オ ス 国 国 家 主 席 チ ュ ン マ リ ー ・

サ イ ニ ャ ソ ー ン 閣 下 の 国 家 主 席 再 任 に つ き 、 六 月

十 六 日 御 祝 電 を 発 せ ら れ た 。

産 業

日本工業規格

日本工業標準調査会の調査審議を経て、平成23

年６月20日に下記の日本工業規格を制定及び改正

したので、工業標準化法（昭和24年法律第185号）

第16条の規定に基づき公示する。

平成 23年６月 20日

経済産業大臣 海江田万里

記

１．制定された日本工業規格

情報技術`事務機器`プリン
タ及び複合機の印刷生産性測
定方法

Ｘ6940

粒子特性を評価するための粉
体材料の縮分

Ｚ8833

２．改正された日本工業規格

屋内用高圧断路器 Ｃ4606

識別カード`記録技術`第６
部：磁気ストライプ`高保磁
力

Ｘ6302`６

再帰性反射材 Ｚ9117

（内容省略）

備考 内容は、日本工業標準調査会ホーム

ページ（http://www.jisc.go.jp）において

閲覧に供する。また、経済産業省産業技術

環境局基準認証政策課、各経済産業局及び

沖縄総合事務局経済産業部においても閲覧

に供する。

諸 事 項

岡山市南区妹尾767番地の４小田象製粉株式会社の工場財団に岡山県倉敷市児島塩生字新浜2767番
68小田象製粉株式会社水島工場の機械、器具等を追加する変更登記申請に係る動産につき権利を有す
る者、差押、仮差押又は仮処分債権者は、本日から32日以内に権利を申し出て下さい。
平成 23年６月 20日 岡山地方法務局倉敷支局

犯罪被害財産支給手続開始決定公告

平成 23年６月 20日 福岡地方検察庁検察官
下記のとおり、犯罪被害財産等による被害回復給付金の支給に関する法律第６条第１項の規定によ
り犯罪被害財産支給手続の開始を決定したので公告する。

記
１ 犯罪被害財産支給手続番号 福岡地方検察庁 平成23年第２号
２ 犯罪被害財産支給手続開始決定の年月日 平成23年６月20日
３ 支給対象犯罪行為の範囲
\ 支給対象犯罪行為が行われた期間
平成19年８月１日ころから同21年10月26日ころまでの間

] 支給対象犯罪行為の内容
寺Ä猛、永石祐貴らが、「フレンズ」の名称で業として行った出資の受入れ、預り金及び金利等
の取締りに関する法律第５条第３項違反の罪のうち、法定の利率（１日当たり0•3％）を超える
割合による利息を受領した行為（主な犯行態様については、後記４の]を参照。）。

４ 対象犯罪行為が支給対象犯罪行為の範囲に属するか否かについて判断の参考となるべき事項
\ 検察官が把握している貸金業者名
ア 貸金業者名 フレンズ
イ 事務所所在地 福岡市南区大橋二丁目16番１号大橋二丁目団地１`703号

福岡市南区野間一丁目10番17号スタイルビュー高宮802号
ウ 利息等を受領した銀行口座
ゆうちょ銀行福岡七隈郵便局、大澤隆則名義、記号番号17450`58462171

福岡銀行大橋支店、永石祐貴名義、口座番号2344456

福岡中央銀行野間支店、永石祐貴名義、口座番号1075075

福岡銀行春日原支店、鋤先宏明名義、口座番号1719473

ゆうちょ銀行福岡塩原郵便局、永石厚子名義、記号番号17450`5146361

ゆうちょ銀行福岡南小路郵便局、水田保孝名義、記号番号17440`19427871

西日本シティ銀行大橋支店、永石祐貴名義、口座番号1460693

福岡中央銀行二日市支店、西村優佑名義、口座番号1065200

福岡中央銀行二日市支店、小宮慶名義、口座番号1065138

西日本シティ銀行西鉄二日市駅前支店、平川隆史名義、口座番号1190280

エ 犯行に使用された携帯電話番号
0120`222`445、080`1705`2349、090`9656`9706、080`1531`1677

工 場 財 団

報 告 書 提 出

六 月 十 六 日 委 員 長 か ら 次 の 報 告 書 を 提 出 し た 。

情 報 処 理 の 高 度 化 等 に 対 処 す る た め の 刑 法 等 の

一 部 を 改 正 す る 法 律 案 （ 閣 法 第 四 二 号 ） 審 査 報

告 書
独 立 行 政 法 人 年 金 ・ 健 康 保 険 福 祉 施 設 整 理 機 構

法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 案 （ 衆 第 一 五 号 ） 審 査

報 告 書

障 害 者 虐 待 の 防 止 、 障 害 者 の 養 護 者 に 対 す る 支

援 等 に 関 す る 法 律 案 （ 衆 第 一 六 号 ） 審 査 報 告 書

母 体 保 護 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 案 （ 衆 第 一 七

号 ） 審 査 報 告 書

特 定 船 舶 の 入 港 の 禁 止 に 関 す る 特 別 措 置 法 第 五

条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 特 定 船 舶 の 入 港 禁 止

の 実 施 に つ き 承 認 を 求 め る の 件 （ 閣 承 認 第 三 号 ）

審 査 報 告 書

ス ポ ー ツ 基 本 法 案 （ 衆 第 一 一 号 ） 審 査 報 告 書

東 日 本 大 震 災 に 伴 う 相 続 の 承 認 又 は 放 棄 を す べ

き 期 間 に 係 る 民 法 の 特 例 に 関 す る 法 律 案 （ 衆 第

一 八 号 ） 審 査 報 告 書

議 案 付 託

六 月 十 六 日 議 長 は 、 次 の 衆 議 院 提 出 案 を 委 員 会

に 付 託 し た 。

東 日 本 大 震 災 に 伴 う 相 続 の 承 認 又 は 放 棄 を す べ

き 期 間 に 係 る 民 法 の 特 例 に 関 す る 法 律 案 （ 衆 第

一 八 号 ） 法 務 委 員 会 に 付 託

ま た 、 同 日 議 長 は 、 衆 議 院 送 付 の 次 の 内 閣 提 出

案 を 委 員 会 に 付 託 し た 。

現 下 の 厳 し い 経 済 状 況 及 び 雇 用 情 勢 に 対 応 し て

税 制 の 整 備 を 図 る た め の 地 方 税 法 等 の 一 部 を 改

正 す る 法 律 案 （ 閣 法 第 八 三 号 ）
総 務 委 員 会 に 付 託

現 下 の 厳 し い 経 済 状 況 及 び 雇 用 情 勢 に 対 応 し て

税 制 の 整 備 を 図 る た め の 所 得 税 法 等 の 一 部 を 改

正 す る 法 律 案 （ 閣 法 第 八 二 号 ）

財 政 金 融 委 員 会 に 付 託

議 案 付 託 （ 予 備 審 査 ）

六 月 十 六 日 議 長 は 、 次 の 衆 議 院 送 付 案 を 委 員 会

に 付 託 し た 。

東 日 本 大 震 災 に 伴 う 相 続 の 承 認 又 は 放 棄 を す べ

き 期 間 に 係 る 民 法 の 特 例 に 関 す る 法 律 案 （ 法 務

委 員 長 提 出 ）（ 衆 第 一 八 号 ）
法 務 委 員 会 に 付 託
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